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１．経営戦略策定の趣旨                       

⑴ 人口減少、高齢化、生活様式の多様化、省資源化等に伴う料金収入の減少、経済成長の鈍

化などにより先行きの不透明感から下水道等への接続数の鈍化など下水道経営を取り巻く

環境は、非常に厳しい状況となっています。                      

（下水道等：公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水施設及び市設置合併処理浄化槽を言います） 

⑵ 平成20年度策定の生活排水処理整備構想（以下「20年構想」という。）の経営指標と実績

値の乖離が大きくなったことから、昨年度に20年構想を見直しました。 

⑶ 平成26年８月に経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組むための「経営戦略」

を策定するよう総務省から通知がありました。 

 

 

 

 

 

２．計画期間                            

平成２８年度から平成３７年度までの１０年間 

 

３．下水道の現況                          

⑴ 下水道等のうち集合処理区域は、雄物川と皆瀬川沿いの狭い平地部に９箇所が散在しそれ

ぞれが単独処理となっています。また、個別処理区域では、稲川地区及び皆瀬地区において

市設置合併処理浄化槽約1500基を下水道事業として管理しています。 

⑵ 下水道等の供用開始が、農集排施設が平成６年度、公共下水道が平成８年度と経過年数が

浅いこと、及び、20年構想における特環公共下水道及び農集排施設の計画区域に未着手区域

があることなどから、県内他市町村に比して低位の整備率で、人口減少や高齢化世帯の増加

により水洗化率も低くなっています。 

⑶ 合併前の市町村ごとに下水道等の整備方法などが異なっていたことから、地域間の整備率

及び水洗化率の格差が大きくなっています。  

湯沢市下水道事業経営戦略 

下水道は、市民の衛生的で快適な生活環境の確保及び公共水域

の水質保全のために必要な施設です。将来にわたって安定的に事

業を継続していくための中長期計画として「経営戦略」を策定し

ました。 
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◆現況の指標（平成28年３月31日末）

 

〈図の解説〉 

・ 個人設置浄化槽区域内の水洗化人口は、合計の水洗化人口(青色)20,311人に含めず、

個人設置浄化槽区域人口としています。 

 

４．経営の基本方針                         

⑴ 未着手区域においては20年構想を見直し、将来の人口減少及び運営管理費を考慮し経済性

を再評価しました。 

⑵ 個別処理が有利となった区域については、集合処理区域から個別処理区域に変更します。 

⑶ 集合処理が有利となった区域については、平成37年度までに面整備を完了し、整備率100％

を目指します。 

⑷ 整備が完了している農業集落排水施設は、区域が接近していることから処理場設備の更新

時において区域の統合を進めます。  
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◆目標とする指標 

 

〈図の解説〉 

① 市下水道等の経営戦略であることから、個人設置浄化槽区域の水洗化数を算入してい

ません。 

② 25年社会保障・人口問題研究所の将来人口推計を基にH37年度の人口(青数字)を

38,674人と推計しています。 

③ 27年度構想において特環公共下水道雄勝処理区、農集排施設湯沢南部処理区及び特

環公共下水道湯沢処理区の一部を個別処理区に変更したことから、28年度に未整備人

口(緑色)が減少し、個別処理区人口(肌色)が増加します。 

④ 37年度までに面整備完了を目指すことから、未整備人口(緑色)は徐々に減少し37年

度には０人としています。  
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図２ 整備率・水洗化率の目標値
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５．投資計画・財政計画                       

⑴ 公共下水道及び特環公共下水道の湯沢処理区の管渠整備を継続し、平成37年度までに整備

完了を目指します。 

⑵ 「湯沢浄化センター」の施設更新は、長寿命化計画に基づき平成29年度までに機械設備等

の更新を行うと共に、耐用年数到来に併せ施設更新を計画します。 

⑶ 特環公共下水道の湯沢処理区以外の４処理区は、耐用年数到来に併せて浄化センター施設

の更新を計画します。 

⑷ 農集排施設は、山田中央処理区の機能強化事業を継続し、平成30年度まで「山田中央処理

区」を「山田東部処理区」に接続します。また、耐用年数到来に併せて処理区の統合及び公

共下水道へ接続を目指します。 

⑸ 集合処理として計画していた特環公共下水道「雄勝処理区」及び農集排施設「湯沢南部処

理区」は、建設事業費及び運営管理費を勘案して経済性を比較した結果、個別処理が有利と

判断されたことから個別処理区に変更し、補助金の交付により個人設置型合併処理浄化槽の

整備を促進します。 

⑹ 市設置合併処理浄化槽は、耐用年数到来に併せて平成41年度以後に更新を計画します。 

 

図３ 投資計画 
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《参考》計画期間後の投資予定 
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◆投資・財政計画 
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図５ 財源計画（単位：百万円）
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図６ 地方債残高
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図４ 投資等計画（単位：百万円）
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６．効率化・経営健全化の取組                    

⑴ 組織、人材、定員、給与に関する事項 
・  サービスの向上及び人件費のバランスを考慮し、最小限の人員で最大のサービスの供

給ができるよう定員適正化に努めます。 

⑵ 広域化に関する事項 
・  汚泥の処分については、公共下水道及び特環公共下水道の５処理場のうち３処理場の

汚泥を県外最終処分場に運搬し処分しているため、今後の処分方法について秋田県及び
近隣市町村と連携し、効率的な処分について検討を進めます。 

⑶ 民間の資金・ノウハウの活用に関する事項 
・  公共下水道浄化センター等の維持管理業務を、従来の「仕様発注方式」から施設の運

転方法の詳細等について事業者の自由裁量に任せることができる「性能発注方式」とし、
運転管理業務に加え運転等に必要な消耗品、薬剤、資材及び電力等の調達、機器の保守
管理及び維持修繕も併せて委託する「包括的民間委託」に移行しました。今後、農集排
施設及び市設置浄化槽の移行の検討を進めます。 

⑷ 下水道使用料に関する事項 
・  平成22年度に集合処理の使用料と合併処理浄化槽の使用料をそれぞれ統一するため

条例を改正し、平成30年度まで段階的に引き上げを行っています。また、収納率は高水
準であるものの、水道未加入者に係る滞納額が高額となっていることから、滞納対策を
強化し収納率の向上に努めます。 

⑸ 普及活動に関する事項 
・  未水洗化事業所等の下水道等への加入は大口需要家となり、使用料収入の増加に大き

な効果が見込めることから、この普及啓発活動に努めます。 

・  良好な水環境の改善や施設の有効利用、収入増加を目的として、未水洗化家屋に対し
て戸別訪問し、水洗化等融資あっせん制度の説明及び水洗化普及啓発活動を行い、水洗
化率の向上を目指します。 

⑹ 資金管理・調達に関する事項 
・  管渠埋設事業、長寿命化事業、機能強化事業及び施設更新事業等の投資にあたっては、

社会資本整備総合交付金及び農山漁村地域整備交付金を活用し、市負担分には市債を充
当し事業を進めます。市債の発行に当たっては、毎年度の元金償還を超えない範囲内で、
市債発行を抑制することにより、市債残高の低減を目指します。 

⑺ 情報公開に関する事項 
・  安心して汚水処理施設を利用していただくため、市広報及びホームページを活用し、

的確な情報提供を行い下水道経営に対する市民の理解を得るよう努めます。 

・  提供する情報は、本経営戦略及び生活排水処理整備構想に基づく重点施策の内容及び
目標とする指標や進ちょく状況とし、よりわかりやすく掲載します。 

⑻ 事業の評価検証に関する事項 
・  今後は、人口減少や建設から維持管理への移行など、さまざまな事業展開が予想され、

大きな方向転換を迎える時期となっています。また、財政事情も厳しく、限られた予算
を効率的に配分し、執行していくためには、計画や組織などを綿密に整備・実施してい
く必要があります。そのため、行ったことを分析し、次への反映を確実に行うことが求
められており、ＰＤＣＡサイクルを活用し事業を推進します。 

⑼ 地方公営企業法適用に関する事項 
・  平成27年１月の「公営企業会計の適用」についての総務大臣からの要請を受け、地方

公営企業法の適用について検討を行い、事業の経営状況の把握、経営の健全化及び市民
への明確な説明責任の実行を目的に、平成32年４月の適用を目指し、移行作業に着手し
ています。 


